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【御意見】 【御意見に対する考え方】

掲載物質につ
いて

今回の別表第１及び第１の２に掲載され
ている物質は、平成１６年１０月のＭＥＰ
Ｃ５２及び同１２月のＭＳＣ７９において採
択されたＩＢＣコードに掲載されている物
質のみであり、その後国際海事機関の
回章に掲載された物質は同表に掲載さ
れていない。
このような物質についても、１月１日以降
も回章で認められている汚染分類で輸送
できるようしてもらいたい。

従来より、施行令別表第１及び第１の２に
掲載する物質は、正式に採択されたＩＢＣ
コードに掲載された物質のみを対象として
おります。
現時点において、国際海事機関海洋環境
保護委員会で正式に採択されたＩＢＣコード
は平成１６年１０月のものとなっておりま
す。
その後の回章掲載物質については、今回
の施行令別表ではなく、別途告示で規定
し、１月１日以降も輸送・排出ができるよう
措置する予定としています。

来年１月以降に告示の整備がなされる
場合、暫定的に告示前においても輸送
が可能となるような経過措置をおいて欲
しい。

回章に掲載される物質について可能な範
囲で準備することにより、回章発行後早急
に指定できるよう努めることとしております
が、国際海事機関の回章発行が今年は年
末になることが予定されています。そのた
め、この政令の施行後、告示が公布される
までの間、汚染分類の指定がなされない
状態が生じます。つまり未査定液体物質と
して扱われることになります。
一方、海洋汚染防止法第９条の６に基づ
き、未査定液体物質を輸送する旨の届出
がなされれば、環境大臣が査定を行うこと
により、当該物質の輸送・排出を行うこと
は可能となります。このため、施行直後の
輸送を予定している物質については、法第
９条の６の規定に基づく査定を受けること
が必要となります。
なお、施行後に未査定液体物質となるもの
については、施行日前においても、法第９
条の６に基づく届出・査定が行うことができ
るように経過措置を置くこととしています。

ＩＢＣコードと海防法施行令別表第１及び
第１の２の対照表は公開していないの
か。

お申し越しの対照表は、混合物の汚染分
類を決定するための係数を定める告示の
パブリックコメントの資料としてけいさいし
ていますので、ご参照ください。
Http://www.env.go.jp/press/press.php?ser
ial=7448

ＩＢＣコードの名称、並び順（ＩＢＣコードは
アルファベット順）と異なる理由。例えば
"slurry"が訳されていない。

従来より、施行令別表第１及び第１の２に
掲載する物質の名称や並び順を踏まえ、
国内法の体系において齟齬が生じないよ
うに記載しています。

御意見と御意見に対する考え方



汚染分類につ
いて

混合物の汚染分類は、現行は１０パーセ
ント以上と未満とで分類が分かれることと
なっているが、改正後の混合物の汚染分
類の取扱いはどうなるのか。

ＩＭＯで承認された附属書Ⅱのガイドライン
に基づき、物質ごとの係数に重量パーセン
トを乗じるという計算方法により、汚染分類
を求めることとしています。
具体的には、X類物質には１０００～１００，
０００の係数、Y類物質には１～１００、Z類
物質には０，無害物質には０の係数が定
められ、その物質の重量パーセントを乗じ
たものの合計が２５，０００以上ならX類物
質、２５以上２５，０００未満ならY類物質、２
５未満ならZ類物質（無害物質のみからな
ら混合物は無害物質）となります。

環境省告示物質、国土交通省事前査定
物質の取扱いはどうなるのか。

旧基準に基づく査定は無効となり、新たに
環境大臣による査定を行うこととなります。
新基準での査定を行うには、新たなデータ
を提出していただく必要があります。なお、
国土交通省事前査定物質については、国
土交通省にご確認願います。

ポリプロピレングリコールは広義ではプロ
ピレングリコールを含めた多価アルコー
ルやポリアミンなどの２個以上の活性水
素を持つ化合物にPOを不可重合させた
ものや、さらにエチレンオキシド（EO）など
異種のアルキレンオキシドを併用したも
のもPPGと言われ、業界では、広義な呼
び方を使っている。PPGは狭義で解釈す
るのか、広義で解釈してよいのか明確に
していただきたい。

現行のＤ類物質であるポリプロピレングリ
コールと違いはありません。
なお、御意見のような広義の呼び方をして
いる物質は、同類物質にはならないため、
未査定液体物質として扱われることとなり
ます。

ラードの遊離脂肪酸を「１５重量パーセン
ト未満」として欲しい。

ＩＢＣコードではラードの遊離脂肪酸は１重
量パーセント未満とされており、遊離脂肪
酸１５重量パーセントのラードは未査定液
体物質となります。そのため、遊離脂肪酸
が１重量パーセント以上のラードを輸送す
る場合には、法第９条の６の規定に基づく
届出・査定が必要となります。

排出規制につ
いて

現存船に対する排出規制は２００７年１
月１日即日実施となるのか。

２００７年１月１日施行となります。ただし、
現存船のZ類の喫水線下の排出について
は、附属書Ⅱにおいて免除規定が設けら
れていることから、我が国においても当該
免除規定を設けることとしています。

無害からＺ類に格上げされた物質を輸送
する船舶の１２海里以遠の排出要件を緩
和して欲しい。

Z類物質の１２海里内の排出については、
漁場等への影響が生じる可能性があるこ
とから、免除規定は設けないこととしまし
た。



洗浄廃液につ
いて

事前処理により生じる洗浄廃液の処理
について、処理業者への協力要請を含
めて処理体制の整備、強化をお願いした
い。

廃有害液体物質等の陸上処理について
（衛産昭和61年12月25日） の通達で各都
道府県等に対して周知しております。
また、関係業界団体においては洗浄廃液
の受け入れ施設についての調査を行って
おり、これら情報を参考にしていただけれ
ば幸いです。

内航船による本船洗浄水の運搬を廃掃
法の規定によらず、一般内航船でも一定
期間認める等の経過措置を取って欲し
い。

廃棄物を運搬する船舶への廃掃法の許可
は、廃棄物の適正な処理を図るために不
可欠なものであり、御意見のような免除措
置は設けることは考えておりません。

その他の規制
について

IBCコードの複数品目を政令上統合して
いる場合、通風洗浄の対象物について、
海防法上の扱いとマルポール条約の規
定とが異なることが出てこないか。

通風洗浄の対象物質については、今回の
政令改正による変更はございません。

石炭燃焼後の「燃えかす及びばいじん」
は対象物か。

海防法において有害液体物質とは「油以
外の液体物質（液化石油ガスその他の常
温において液体でない物質であつて政令
で定めるものを除く。次号において同じ。）
のうち、海洋環境の保全の見地から有害
である物質（その混合物を含む。）として政
令で定める物質であつて船舶によりばら
積みの液体物質として輸送されるもの及
びこれを含む水バラスト、貨物艙の洗浄水
その他船舶内において生じた不要な液体
物質（海洋において投入処分をし、又は処
分のため燃焼させる目的で船舶に積載さ
れる液体物質その他の環境省令で定める
液体物質を除く。）」と定義されており、御
意見の物質が上記定義に合致するもので
あれば、海防法上は未査定液体物質とし
て扱われるため、海防法第９条の６の規定
に基づく届出・査定が必要となります。


